
福山市働き方改革実践応援奨励金交付要綱 

  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、働き方改革の実践に取り組む中小企業者等に対し、予算の範囲内で福山市

働き方改革実践応援奨励金（以下「奨励金」という。）を交付することについて、福山市補助金

等交付規則（昭和４１年規則第１７号 以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 中小企業者等とは、次の者をいう。 

ア 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号に掲げる者

及び中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２６４号）第２条第１項第２号の規定に該当す

る者をいう。ただし、日本標準産業分類に規定される農業・林業・漁業は除く。 

イ 特定非営利活動法人 特定非営利活動促進法 （平成１０年法律第７号）に規定する特定非

営利活動法人に該当する者をいう。 

ウ 公益法人等 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８号） に

規定する一般社団法人及び一般財団法人、並びに公益社団法人及び公益財団法人の認定等に

関する法律（平成１８年法律第４９号）に規定する公益社団法人及び公益財団法人に該当す

る者をいう。 

エ 医療法人 医療法（昭和２３年法律２０５号）に規定する医療法人に該当する者をいう。 

オ 社会福祉法人 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に規定する社会福祉法人に該当す

る者をいう。 

カ 協同組合等 法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第７号及び同法別表第３に規定

する協同組合等に該当する者をいう。 

キ 保育所・幼稚園・認定こども園等運営事業者 第３号アからカまでのもの及び私立学校法

（昭和２４年法律第２７０号）に規定する学校法人（以下「学校法人」という。）、宗教法人

法（昭和２６年法律第１２６号）に規定する宗教法人（以下「宗教法人」という。）のうち、

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に規定する保育所、学校教育法（昭和２２年法律

第２６号）に規定する幼稚園、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（平成１８年法律第７７号）に規定する認定こども園、子ども・子育て支援法

（平成２４年法律第６５号）に規定する地域型保育事業又は子ども・子育て支援法第７条第

１０項第４号から第８号までに規定する子ども・子育て支援施設等（以下あわせて「保育所・

幼稚園・認定こども園等」という。）に該当する者をいう。 

(2) 大企業とは、中小企業者等以外の者で、事業を営む者をいう。 

(3) みなし大企業とは、次の者をいう。 

ア 発行済株式の総数又は出資価額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中

小企業者 

イ 発行済株式の総数又は出資価額の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業      



者 

ウ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業

者 

(4) 労働者とは、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第９条に規定する労働者をいう。 

(5) 育児休業とは、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平

成３年法律第７６号。以下「育児・介護休業法」という。）第２条第１号又は就業規則、労働協

約等に定められた、労働者が子の養育のために取得する休業（出生時育児休業を含む）をいう。 

(6) 年次有給休暇とは、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第３９条に規定する年次有給休

暇をいう。 

(7) 時間外労働時間とは、労働基準法第３２条に規定する時間外労働を行った時間をいう。 

(8) 子の看護等休暇とは、育児・介護休業法第１６条の２に定められた、労働者が子の負傷、疾

病時の看護、予防接種、健康診断、学級閉鎖又は行事参加などのために取得する休暇をいう。 

 

（交付対象者） 

第３条 奨励金の交付対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、次に掲げる要件を全て満

たす中小企業者等とする。ただし、みなし大企業は除く。 

(1) 福山市内に本社又は事業所を有すること。 

(2) 代表者及び従業員等が、次のいずれにも該当しないこと。 

ア 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）であること。 

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力

団をいう。）又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していること。 

(3) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和２３年法律第１２２号)第２条第

４項及び第５項の規定に該当する営業を行う事業者でないこと。また、これらの営業の一部を

受託する営業を行う事業者でないこと。 

(4) 奨励金の申請書の提出日の時点で倒産(雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号)第

３５条第１項第１号に規定する倒産をいう。）している事業者（再生手続開始の申立て（民事再

生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条に規定する再生手続開始の申立てをいう。）又は更

生手続開始の申立て（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条に規定する更生手続

開始の申立てをいう。）を行った事業者であって、事業活動を継続する見込みがある者を除く。）

でないこと。 

(5) 福山市に納付すべき市税の滞納がなく、市税の納付状況を調査されることについて同意す

ること。 

(6) 福山市の「グリーンな企業チャレンジ宣言」を申請し、申請状況について調査されることに

ついて同意すること。 

(7) 雇用保険の適用事業所であること。 

(8) 就業規則又は労働協約等により育児休業制度及び子の看護等休暇制度を設けていること。 

(9) 別表１に定める本事業の対象となる取組を、福山市内の本社又は事業所において行っている

こと。 



 

（奨励金の額） 

第４条 奨励金の額は、別表１に定める取組について、合致する項目が１つの場合は１０万

円、合致する項目が２つの場合は２０万円、合致する項目が３つ以上の場合は３０万円とす

る。 

２ 同一事業者に対する交付については、単年度において１回を限度とする。 

 

（申請及び実績報告）  

第５条 奨励金の交付を受けようとする交付対象者は、交付申請を行う年度の１月１日から３

月３１日（３１日が休日の場合は直前の開庁日）の間に、次に掲げる書類を福山市長（以下

「市長」という。）に提出するものとする。 

(1) 交付申請書兼実績報告書（様式第１号。以下「申請書」という。） 

(2) 誓約書兼同意書（様式第２号） 

(3) 直近３か月以内の商業・法人登記簿謄本の写し（法人の場合） 

(4) 個人事業の開業・廃業等届出書の写し（個人事業主の場合） 

(5) 福山市内の事業所において常時雇用する従業員の人数が確認できるもの（任意様式） 

(6) 別表１に定める取組に応じた次に掲げる詳細報告書 

 ア 取組番号１に係る詳細報告書（男性育児休業）（様式第３号） 

 イ 取組番号２に係る詳細報告書（年次有給休暇）（様式第４号） 

 ウ 取組番号３に係る詳細報告書（時間外労働時間）（様式第５号） 

 エ 取組番号４に係る詳細報告書（子の看護等休暇）（様式第６号） 

(7) その他市長が必要と認めるもの 

 

（奨励金の交付決定又は不承認） 

第６条 市長は、前条の申請書を受理したときは内容を審査の上、適当と認めるときは交付決定

通知書兼交付額確定通知書（様式第７号）により、交付対象者に通知するものとする。 

２ 前項の通知書には、必要な指示又は条件をつけることができる。 

３ 市長は、審査の結果、奨励金の交付が不適当と認める時は交付不承認通知書（様式第８号）

により、交付対象者に通知するものとする。 

 

（奨励金の支払） 

第７条 市長は、前条の規定による奨励金の額の確定後、奨励金を支払うものとする。 

２ 奨励金の交付決定を受けた交付対象者は、前項の規定により奨励金の交付を受けようとする

ときは、本奨励金交付に関する請求書を市長に提出しなければならない。 

 

（奨励金の交付決定の取消及び返還） 

第８条 市長は、奨励金の交付決定を受けた交付対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、

奨励金の決定を取り消し、既に交付した奨励金の全部の返還を求めることができる。 

(1) 規則又はこの要綱の規定に違反したとき 



(2) 不正又は虚偽の申請により奨励金の交付決定を受けたとき 

 

（帳票） 

第９条 第５条に定める交付申請書兼実績報告書（様式第１号）その他この要綱に定める帳票は、

市長が別に定める様式による。 

 

（本事業の評価等） 

第１０条 市長は、本事業について検証及び評価を行うため、奨励金交付先の中小企業者等に

対して必要に応じて確認等を行うものとし、奨励金の交付を受けた者はこれに協力しなけれ

ばならない。 

 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、奨励金の交付に関し必要な事項については、市長が別

に定める。 

 

附 則 

この要綱は、２０２６年（令和８年）４月１日から施行する。 



取組番号 対象となる取組 詳細条件 必要書類 その他注意事項

1 男性育児休業取得率が５０％以上

・市内の本社又は事業所に勤務する男性労働者の内、２０２６年
（令和８年）４月１日以降、子が１歳に達するまでの間に連続し
た５日以上の育児休業（勤務を要しない日及び有給の日数を除
く。）を取得させ職場復帰した人数が、市内の本社又は事業所に
勤務する育児休業を取得可能な男性労働者の総人数に対して５
０％以上であること。

・育児休業に関する労働協約又は就業規則の写し
・育児休業を取得した対象者の雇用保険被保険者資格取得等確
認通知書の写し（又は、対象者が雇用保険被保険者であること
が分かる書類の写し）
・育児休業制度の利用申出書又は育児休業の利用承認通知書の
写し（任意様式）
・育児休業から復帰した勤務実態がわかる書類等（育児休業期
間及びその前後を含む出勤簿、勤務表、タイムカードの写し
等）

・育児・介護休業法第５条第３項及び第４
項の規定により、子が２歳に達するまでの
間に育児休業を取得した者も対象とする。

2 年次有給休暇取得率が７０％以上
かつ対前年で２０％以上向上

・市内の本社又は事業所に勤務する全ての労働者が２０２６年
（令和８年）１月１日から同年１２月３１日までの期間（以下、
「当年期間」という。）に取得した年次有給休暇の取得率が、付
与された年次有給休暇の日数の７０％以上であること。かつ、市
内の本社又は事業所に勤務する全ての労働者の当年期間における
労働者一人当たりの取得率と、２０２５年（令和７年）１月１日
から同年１２月３１日までの期間（以下、「前年期間」とい
う。）における取得率を比較し、２０％以上向上していること。

・年次有給休暇制度に関する労働協約又は就業規則の写し
・当年期間及び前年期間における年次有給休暇取得の状況が分
かる資料（任意様式　例：労働者ごとにまとめられた年間の年
次有給休暇の取得率一覧（取得率の総数及び総労働者数の記載
があるもの））

・取得率は、１年間で支給される日数に対
する取得した日数で計算する。なお、年１
０日以上付与される労働者に対する年５日
の取得義務については、これを含んで計算
する。
・要件合致は、年次有給休暇が１時間単位
で取得可能である場合に限る。

3 時間外労働時間が月平均３０時間未満
かつ対前年で２０％以上縮減

・市内の本社又は事業所に勤務する労働者が当年期間に行った時
間外労働時間が月平均で一人当たり３０時間未満であること。か
つ、市内の本社又は事業所に勤務する労働者の当年期間における
総時間外労働時間と、前年期間における総時間外労働時間とを比
較して２０％以上縮減していること。

・時間外労働に関する労働協約又は就業規則の写し
・当年期間及び前年期間における時間外労働時間の状況が分か
る資料（任意様式　例：労働者名簿ごとにまとめられた年間の
時間外労働時間の一覧表（総時間外労働時間数及び総労働者数
の記載があるもの））

・残業免除制度等を適用している労働者に
ついては、時間外労働時間の計算から除外
する。
・時間外労働時間の計算には、所定外労働
（所定時間以降の残業）と法定外労働（法
定時間を超える残業）の両方が含まれる。

4 子の看護等休暇取得日数が対前年で２０％以
上向上

・市内の本社又は事業所に勤務する労働者が当年期間に取得した
子の看護等休暇の一人当たりの取得日数と、前年期間における子
の看護等休暇の一人当たりの取得日数とを比較して２０％以上向
上していること。

・子の看護等休暇に関する労働協約又は就業規則の写し
・当年期間及び前年期間における子の看護等休暇の取得状況が
分かる資料（任意様式　例：労働者名簿ごとにまとめられた年
間の子の看護等休暇の一覧表（総休暇日数及び対象となる労働
者総数の記載があるもの））

・要件合致は、子の看護等休暇が１時間単
位で取得可能である場合に限る。

＜別表１＞


